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フランス国民会計と IFRS
小 関 誠 三
フランスの国民会計の作成は，アングロ・アメリカの手法とは異なり，企業会計のデー
タ・ベースである統一企業統計システム（SUSE）から直接データを収集・整備して行わ
れる。これらのデータは，いずれもフランスの会計標準化であるプラン・コンタブル・ジ
ェネラル（PCG）の勘定用語・分類及びコード化に依拠している。したがって，PCG は
SUSE の基盤を形成してきたが，現在，それは国際会計基準（IAS/IFRS）の適用によっ
て大きく変化している。この変化は国民会計の作成にも影響が及ぼされることになるが，
折しも国民会計の国連システム（SNA）とその姉妹版である欧州システム（ESA）それ
自体も改定された。
本稿の目的は，このような状況のもとに，フランス国民会計と IFRS の関係が今後どの
ように変貌を遂げることになるのかを，会計標準化の在り方を交えて考察することによっ
て，個別と連結の二元性（dualisme）の存在理由を明らかにする。
．は じ め に
本研究年報第11号の［小関（1980）］において考察したように，フランスにおける国民会
計
1)
の作成は，アングロ・アメリカの手法とは異なり，企業会計から直接データを収集・整
備して行われる。そのために設けられたのが，国立統計経済研究所（INSEE）の企業会計
データ・ベースである統一企業統計システム（SUSE）である。それは一般租税局（DGI）
の税務申告書と企業年次調査（EAE）のつの主要情報源から構成され，国民会計作成の
ためのデータを提供する。これらのデータは，いずれもフランスの会計標準化であるプラ
ン・コンタブル・ジェネラル（PCG）の勘定用語・分類及びコード化に依拠している。した
がって，PCG は SUSE の 基盤を形成してきたが，現在，それは国際会計基準
（IAS/IFRS)
2)
の適用によって大きな変化を蒙っている。この変化は国民会計の作成にも影
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1) 本稿では，以下，フランスで一般的に指示されている国民会計（comptabilité natinal）という名
称を用いるが，社会会計と同義である。
2) 以下，IAS，IFRS 及びそれぞれに関連する解釈指針などを総称して IFRS と呼称する。なお，
響を及ぼすことになるが，折しも国民会計の国連システム（SNA）とその姉妹版である欧
州システム（ESA）も，それぞれ2008年と2010年に改定されている。
それでは，フランスにおける国民会計作成のためのデータ収集の問題は，企業会計への
IFRS の適用とともに，国民会計の改定と相俟ってどのような変化をきたすことになるので
あろうか。本稿の目的は，このような状況のもとに，フランスにおける企業会計と国民会計
の関係を会計標準化の観点から展望することにある。
．国民会計の構築
企業会計と国民会計の間には多くの相違が存在する。だが，企業会計は国民会計の構築に
あたって着想を得る主要な源泉のひとつである。したがって，国民勘定を作成するために直
接的に企業勘定を利用する潜在性は明らかに大きいものがあり，個別企業の記録の実際の集
計プロセスの結果として，企業部門についての国民勘定の作成を構想することができる。だ
が，そのようなプロセスを非金融企業に実際に適用するフランスのような事例は稀である。
このことは，国民会計作成のためのデータを企業会計から直接的に入手することの困難を物
語っており，国民会計の構築の歴史について［Vanoli,A. (2010) p. 14.］が説明するように，
一般的に，経済センサスのような産業統計に基づく産業別付加価値の概算に焦点が絞られ，
他の主要な集計値に拡張されると思われる諸勘定の完全接合体系（a full system of
accounts）ではなく，国民所得の集計値の見積りにほとんどの注意が払われた。
こうした国民会計構築の歴史については，既に本研究年報において［原田（1987）］及び
［小口（1980）］が考察を行っている。したがって，この点についての詳細は両者に譲るとし
て，ここでは国民会計作成のためのデータ収集の観点から，国民会計構築の過程を簡潔にみ
ておくことにしよう。
国民所得の算定を目的とし，その算定プロセスにおいて生じるさまざまな経済的集計量を
ひとつの体系として集約する国民会計の構築は，国民所得算定の内訳を分析することによっ
て戦費調達の財政基盤を問題とした［Keyens, J. M. (1940)］の『戦費調達論（How to Pay
for the War）』が先駆けとなり，彼の指導のもとに作成された［Meade, J. E. and R. Stone
(1941)］による『国民所得，支出，貯蓄及び投資の一覧表の構築（The Construction of
Tables of National Income Expenditure, Savings and Investment）』が出発点となったとさ
れる。これがイギリスの第回国民所得白書（AnAnalysis of the Sources of War Finance）
の作成の実践的な理論的枠組を与えたものであり，これに基づいて［Hicks, J. R. (1942)］は
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後出する PCG 及び ESA の改定年度はそれぞれ略称用語の後に添え，SNAについては前に添えて
指示する。
『経済の社会的構造（The Social Framework）』を著わした。
イギリスにおいて展開された国民会計の構築の試みは，その後，マーシャル・プランの実
効性を高めるために，加盟諸国の経済状況の国際的な比較を行う統一的規準を必要とするこ
とになり，欧州戦後復興のために設立された機関である OEEC
3)
によって，Stone, R.の指導
のもとに『簡易国民勘定体系（A Simplified System of National Accounts）』［OEEC（1950）］
が作成され，1952年（初版）に『標準国民勘定システム（A Standardized System of
National Accounts）』［OEEC（1952）]
4)
が作成された。また翌年，国連統計委員会によって
『国民勘定システムと補足表（A System of Ntional Accounts and Supporting Tables）』［53
SNA］が公表された。
ところが［Vanoli, A. (2006) p. 3］によれば，合衆国の国民所得及び生産勘定や1952年の
OEEC 標準システムにおいても同様にみられるが，1941に作成されたMeade, J. E.と Stone,
R.の体系は，いわゆる国民所得の三面等価
5)
を表示し，主要統計情報の目的に適った要約を
提供する点では評価できるが，要約表示の枠組と会計構造との間に混乱をもたらし，国民会
計の体系であることのよりよい概念的理解に障害を齎すことになると指摘される。
これに対して Stone, R.自らが国民勘定構築のために作成した［Stone, R. (draft 1945)]
6)
は，フランスで慣用的に用いられてきた用語である comptabilité national（national accoun-
ting）ではなく，social accountsと呼称しているが，ほぼ完全な会計システムを提示してい
る
7)
。そこでは，諸取引が通貨の動きとは反対方向の性質に従って分類され，取引を行う単
位である会計実体（entités comptables）の集計結果として活動部門が把握される。活動部
門はその機能に従って，①生産企業，②金融仲介業，③保健及び社会保障機関，④最終消
費（公共管理を含む）及び⑤海外のつの主要な活動部門に区分され，さらに最初の部
門については，商工業（営利企業）及び住宅所有者；銀行及びその他金融仲介機関；保険会
社，民間年金基金及び社会保障基金；個人及び公共団体，に下位区分される。そして，各部
門に共通であるが，その大きさは下位部門に応じて変わる，営業勘定（operating account），
処分勘定（appropriation account），個人に関する経常収入・支出勘定（revenue account），
資本勘定（capital account），蓄積勘定（reserve account）のつの下位勘定が設けられ，
各部門間のつの勘定が相互に結び付けられる。
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3) 1961年に OECDに改組。
4) 本稿では，1958年版を参照している。
5) 実際には測定視点の相違によってつの集計値の恒等関係は成立しない。
6) ［Vanoli, A. (2002) pp. 44-47, pp. 55-66］及び UN（1947）; Definition and Measurement of the
National Income and Related TotalsのAppendixに若干改良されて掲載されたものを参照。
7) ［Vanoli, A. (2006) p. 4］.
［Vanoli, A. (2006) p. 5］によるこのような［Stone, R. (draft 1945)］の国民会計の体系に
ついての説明は，会計システムに基づいて各取引が複式記入原理に従って記帳されることを
意味している。しかし，国民会計における部門間の双方向の関係は，［Vanoli, A. (2005) p.
321］が説明しているように，四重記入による記帳法となり，首尾一貫して記帳されない事
例が生じる。たとえば，不良債権の事例では，契約義務に対応する金額が債務者勘定に記帳
されるが，この記帳に対して債権者勘定では資産として回収可能な金額を表わすように修正
される。したがって，債務者と債権者との間には回収不能な金額について差異が生じる。企
業会計の立場からすれば，主体間の均衡を考慮しないので引当金の設定を行うことで回収不
能な金額を処理する。国民会計では引当金の設定をしないが，このような事例では，フラン
ス国民会計システムは，擬制的なスクリーン勘定（comptes écrans)
8)
を設けて処理するこ
とを暗黙に想定する。これによって，債務者勘定と債権者勘定との均衡が維持されることに
なる。
主体間の均衡を維持し，企業勘定を個別基準で直接入手するフランスの事例は，当時とし
ては例外的であったが，1945/1946年の Stoneモデルは企業勘定を利用することの潜在的な
有効性を理解していたと思われる。このように［Stone, R. (draft 1945)］は，その国民会計
の構築に際して企業会計の記帳原理から示唆を受けており，［Vanoli, A. (2006) p. 5］によれ
ば，国民勘定が各部門に結び付けられる会計実体（entités comptables）の勘定の集計によ
って得られるという考え方（lʼidée）は，1950年代前半に登場するフランス国民会計が開発
するシステムとの間に，アプローチ上の共通性を強く印象付けることになると指摘される。
また国際面に関しては，1945年の Stoneモデルや1950年代前半のフランス国民会計の考え
方と同じ文脈で国民会計の構築が企図されるのは，1960年代末になってのことであり
9)
，
1945年から1952年の間には国民会計システムの構築に関して研究上の断絶（discontinuité）
が生じているとされる。
それでは，1941年の Meade/Stone の体系よりも会計システムとして厳密に考案された
［Stone, R. (draft 1945)］のモデルと，このモデルの新機軸をほとんど反映させていない
1952年の OEEC の標準国民勘定システムとの間にみられる，国民会計システムの研究上の
断絶をどのように理解することができるのか。［Vanoli, A. (2006) pp. 5-6］によれば，この
断絶は国民勘定の作成のためのデータの収集の問題に関わっており，つの状況を背景にし
ていたことが要因であると指摘される。
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8) 部門間の双方向の関係を維持するために，主体と主体との間にスクリーンを介在させ，それとの
関係で主体と主体とを間接的に結び付ける役割をもつ擬制的勘定である。
9) 68 SNA及び当時のEC#カ国の新たな欧州システム（ESA 70）を指示している。
⑴ 1940年代末頃，標準国民勘定の開発目的が，特にMarshall プランの経済管理政策に
よって，多くの国々がそのための集計値の見積りを企図し，またそれを改良することを
鼓舞する方向で展開されたこと。
⑵ 他方では，上に指摘したように，まだ少なくとも国民所得の推計
10)
と国民勘定体系の
構築との間の移行期間にあったこと。
⑶ 国民所得の若干の分析については，Kuznets, S.のように，国民会計アプローチへの
経路は積極的に受け止められていなかったこと。
このような状況の中で，Stone, R. はそれでもなお国際的標準化の研究に対応して1945年
モデルの深化を追求していたと考えられる。そのためには，標準化形式のもとで企業の諸勘
定の収集を可能にする措置が必要であり，会計専門家との協働を展開してゆくことになる。
この標準化形式のもとでの企業の諸勘定の収集の試みは，主に Stone と Stone が会計の
詳細な知識の恩恵を受けたアカウンタントである Bray, F. S. との協働を促した。その結果，
アカウンタントと経済学者との間で20回以上の一連の会合が1946年#月と1947年#月の間に
開かれた。そのグループは，Bray，Rees 及び Norris の人のアカウンタントと Hicks，
Meade 及び Stone の人の経済学者から構成されていた。
経済学者と Brayの協働は，国民勘定の作成を容易にするという理念を超えて進展し，企
業勘定をマクロ経済管理目的のためにより有効にすることを企図した。その主要な方向は，
会計用語と経済用語を統一するために，経済学者の用語を考慮して，アカウンタントの用語
を修正することにある
11)
。そのような方法による会計の標準化は，勘定が調査から引き出さ
れるような統計的概算によるよりも，むしろ信頼でき実証されたベースで直接企業勘定を作
成するためのデータを収集することを可能にする。しかしながら，経済学者と Brayは，企
業会計に特有なコンヴァンションを無視して，またその改革を前提として，企業会計への大
変直接的な影響を追求した。そのため，この試みは，政府勘定の改革を除いて，結実するこ
となく終わった
12)
。
この挫折は，［Vanoli, A. (2010) p. 15］によれば，1945年の Stoneモデルが，国民勘定の
国際基準に対する Stone の貢献において，なぜ20年間にわたって孤立した提案と見做され
たのかという理由のひとつであると指摘されている。
この失敗の試みの経緯は，［Suzuki, Tomo (2003)］によってなぞられているが，［Vanoli,
A. (2006) p. 7］は，Suzuki が Brayと Stone のこの協働がいつ頃から始まったのかについ
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10) 1940年代には，他の集計値はしばしば “結合総額（totaux connexes）” と呼ばれていた。
11) 会計用語と経済用語の統合の研究成果が，［ICAEW and NIESR (1951)］に取り纏められている。
12) 反対に，政府勘定との関係を考慮する管理手法の有効性が指摘され，Brayはフランスで開催さ
れた経営管理学会でこの点についての報告を行っている［CNOF (1957)］。
て言及していないことを指摘し，Stone が1945年後半に国民勘定の体系についての覚書
（memorandum）を準備した時，その協働が既に存在したに違いないと推測している。した
がって，このような企業会計の変革を予定する方法の失敗は，国民勘定作成のためのデータ
の収集の問題に端を発したものであるが，1947年から1955年まで
13)
Cambridge に招聘され
た Brayと Stone との共同研究が，1945年に Stone によって援用された大変制度的な影響を
蒙る詳細な会計システムの方法を定着させるために，機能的な手法による標準化システムを
もって企業会計の立場を説得しようとしたことにその原因があると説明されることにな
る
14)
。
．フランス国民会計とデータの収集
Bray, F. S. と Stone, R. の試みに対して，1940年代に創設されたフランス国民会計は，大
変制度的な視点で，経済主体の概念や経済主体グループに基づいた国民会計システムを構築
し実施する。財産勘定を除いて完璧なこのシステム『国民会計及び経済表の作成原理
（Principes dʼétablissement dʼune comptabilité nationale et dʼun tableau économique）』は，
Blanc, L., R. Mercier et C. Prou によって起草された大蔵省国庫局の経済財政研究局（SEEF）
チームの覚書を構成するものであり，フランス国民会計の宣言書（manifeste）に相応する
構築物であるとされる。そこでは，ミクロ経済会計は，確認された法則のもとで，経済的に
同じ意味を持つ取引クラスにおいて，基本的経済取引の会計記録及びその集計値を表示し，
マクロ経済会計は，“行動の観点から同質的な集合” に経済主体を集計すると説明される。
またシステムの集合は，経済表ないし行列形式で総合される
15)
。
この1952年の SEEF のシステムと上にみてきた1945年の Stone のシステムとの間には，
若干の差異があるものの，影響を受けたと思われる多くの類似点を見出すことができる。し
かしながら，Stone グループとは異なり，フランスの国民会計担当者，またもっと大まかに
は統計家は，その構想を実現させるための手段を整えるようになる。
この構想の実現のためには，国民会計担当者ないし統計家は，何よりも企業会計の標準化
について主張する必要がある。しかし，当時の標準化された会計システム，すなわち PCG
47の存在は，そのような主張を免れることができた。［Touchelay, B. (2005)］に依拠して，
［Vanoli, A. (2006) p. 8］は，この PCG 47の採用・普及は，PCG 42の経済統制の理念を離れ
て，経済予算や経済計画のもとに公権力，企業代表者，組合及びその他労使代表の間で繰り
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13) この期間，Brayはスタンプ・マーチン講座を担当している。この点については，［合崎（1958）］
を参照されたい。
14) ［Bray, F. S. (1957)］に所収されているDaynamic Accountingはその役割を担っている。
15) ［Vanoli, A. (2002) pp. 85-87］を参照。
広げられる協議／協調の広範なプロセスから生み出される協調経済（économie concerté）
の理念を背景として推進されたとする
16)
。この協調経済の理念のもとに，経済情報を開発す
る要求が高まり，PCGは経済予算や経済計画との関係を強めてゆくことになる。
会計標準化の目的のひとつとして，国民会計のデータ収集があげられることについては，
一般経済情報の観点からすれば，景気変動研究所（lʼInstitut de Conjoncture）の代表者であ
るCloson, F.-L. の経歴について言及しておく必要がある。彼は1945年月に創設された会計
標準化委員会（CNC＊）の副委員長になり，1947年月に新しい INSEE の所長となる。そ
してCloson は，1949年12月には1947年月に創設された会計高等審議会のメンバーとなり，
1957年月に改組された国家会計審議会（CNC）の初代会長となる。
Closon のこのような経歴からしても，PCG 47の策定に国民会計の強力なインパクトがあ
り，またそれが PCG 57に反映されていったことを読み取ることができる。1947年は大変重
要な年であった。この年に，PCG 47の策定，会計高等審議会の創設，INSEE の設立などが
あったのである。
PCG 47，そして PCG 57の存在は，国民会計の作成にとって大きな潜
・
在
・
力
・
となった。それ
は，会計取引のコード化，総合財務書類の存在，及び売上原価，等々による機能別（par
fonction）表示ではなく，人件費，租税，等々による性質別（par nature）に費用の分類が
行われることにある。この特徴は，経済情報の目的で統計家や国民会計担当者による会計の
活用の可能性において基軸となる役割を果たすようになるが，多分に PCG が標準化の対象
とする一般会計（財務会計）と標準化を免れる経営管理面を反映する分析会計とを分離する
事実によって容易にされた。
しかし国民会計担当者は，1960年代初頭まで，INSEE ではなく SEEF に属しているが，
いくつかの大規模公企業は除いて，直接的に企業会計からデータを収集することをまだ試行
していない。それが作成される場合，経済活動セクター別の企業の諸勘定は，企業の税務申
告に関して一般租税局（DGI）が行う統計処理に立脚している。それゆえそれは，特に年度
ごとにカバーされる領域の相違などのリスクを伴って，税務申告用紙の内容から集計される
成果に依存することになる。
そのためには，個別的に完全な諸勘定の処理を行う必要があり，［Vanoli, A. (2005) p.
308］が整理しているように，国民勘定のデータ・ベースの作成のためのつの条件が1960
年代半ばには実現されていた。すなわち，
① 特に性質別費用の記帳を予定して，初めから一般的経済情報の要求を考慮して標準化
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16) ここで示される統制経済と協調経済の理念の概念的な分離をする必要があり，この点について，
［Touchelay, B.（2005）］の見解を詳細に検討したいと考えている。
された PCGの存在，
② PCG の用語及び1965年デクレによって決定され，また1984年に承認されたコードの
税務管理当局による利用，
③ 1967年の合意にしたがって，各申告企業のための──また PCG に基づいた──税務
申告書様式のデータを INSEEの統計家が自由に利用する可能性，などである。
このような特殊な状況のもと，フランスの国民勘定は，企業年次調査（EAE）も PCG の
概念やカテゴリーそのものを用いるので，直接的にまた間接的に，非金融企業について，特
に企業の個別会計（comptabilités individuelles des entreprises）の強力な利用に立脚するこ
とができるようになった。
個別勘定は，それらを調査の結果と結び付けて，1960年代末以来，約300万単位をカバー
するデータ・ベースにおいて再処理また組換えが行われてきた。図 3-1 に示されるように，
統一企業統計システム（SUSE）には，DGI が行う統計処理に国民会計作成のためのデータ
提供の文脈が位置づけられている
17)
。またそれは，企業年次調査への回答業務を容易にする
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17) 現行（2013年）の税務申告用紙には，⑯ DGFiP N°2059-EN: “当期生産付加価値の算定” の項目
税務情報源
（DGI）
INSEEでの処理
１）企業識別検査 網羅性
２）会計データの修正 品　質
企業年次調査（EAE）
３）EAEデータによる税務データの補正
INSEE，省庁，
４）《調査漏れ》企業： 網羅性
統計局
外部情報源の利用及び見積り
修正・補整のためのその他情報源の利用
Sirene Citrus その他情報源：
企業総覧 再構成情報集中 Inseeないし外部情報源
（付加価値データ，Diane，
ORT，Infogreﬀe）
図 3-1 SUSE機能の一般図式
(出所) ［INSEE (2014) p. 3］Système《SUSE》．
こと，及び欧州統計局によって作成される新しい欧州統計基準に対応することを目的とした
企業年次統計の改定（RESANE)
18)
によって置き換えられることになる。
図 3-1 から明らかなように，SUSE の基軸は DGI からもたらされる税務データとそれに
統合される EAEのデータである。その構築は，網羅性（特に大企業の参加）と品質（会計
データの信頼性）に基づいている。そこでは，まず企業識別の確認が実施される。SUSE は
DGI データと EAEのデータの照合の後に，欠落している大企業の組入れをするように網羅
的な性格を制御しなければならない。そのためには，INSEE 以外に外部の情報源が動員さ
れる。データの質の制御は，時として外部情報源の助けが必要と判断される場合に，企業の
諸勘定を修正するようになる。
DGI 及び EAE情報源が企業の諸勘定を識別または修正するのに充分でない場合には，以
下のようなその他の補塡情報源に訴えることが必要となる。
・ RESANE（REfonte des Statistiques ANnuelles dʼEntreprises：企業年次統計の改定
・ Sirene（企業・事業所国立総覧情報システム）：Sirene は，企業の登記番号の行政管理
上の総覧であり，また INSEE によって運営管理されている。それは，地勢的情報，設立
日・譲渡日また時として企業活動の出来事に関する補足情報を含んでいる。そこでは，特
に企業の従業員の識別，不整合な問題の調整が行われ，また場合によって再編成に関する
情報を得ることができる。
・ Diane（経済分析ディスク）：Diane は，商事裁判所記録保存所（Infogreffe）に保管さ
れている企業の会社計算書を集中管理する Inpi（企業所有者国立登記所）からもたらさ
れる会計データ・ベースである。これらのデータは，会計書類，多かれ少なかれ情報提供
される注記付属（固定資産勘定，償却額，引当金等の明細）に対応する。INSEE は100万
ユーロの売上高を実現する企業情報にアクセスするのみである。
これは諸勘定の正確性にとって大変有効な媒体である。
・ Citrus（統計単位再構成に関する情報及び処理の連携調整）：Citrus は，INSEE によっ
て運営管理される企業再編に関するデータ・ベースである。それは法的情報源，すなわ
ち，Balo（法定広報），Bodacc（民事・商事通達広報）及び EAE，産業に関する統計局
からもたらされる情報源（Sessi：産業統計研究局），TVA（付加価値税），《収益費用及
び資産》アンケート調査，景気変動データ（《投資》アンケート調査），Sirene等の統計
情報源によって補給される。Citrus ベースは，SUSE における再構築処理のために用いら
れる。
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が付加されていることを確認されたい。
18) INSEE の中期プロジェクトのひとつである。
・ その他情報源
─ ORT：ORTとは，Inpi からもたらされる会計データや法律上の通知の電子情報サー
ビスである。それは，企業活動の出来事，すなわち合併，譲渡，再編などを形成する会計
書類や Bodacc 情報に対応する会計データを提供する。
─ Infogreffe：Infogreffe は記録保存所から齎される会計データの電子情報サービスで
ある。そのデータは会計書類に対応する。
─ TVA：TVAは INSEE によってもたらされ，また同様に売上高の月次変化指標の集
合を構築するために利用される企業の売上高に関するデータ・ベースである。それは，行
政管理情報，毎月または四半期ごとに，付加価値税を支払うために企業が書き込まなけれ
ばならない《CA》用紙から作成される。
確かに，フランスの会計標準化は，Brayと Stone の協働がめざしたように，企業会計の
領域に国民会計のカテゴリーを直接導入するようにはならなかった。1960年代には，国家会
計審議会（CNC）の研究に参加するフランスの国民会計担当者は，1946年／1947年の Stone
の狙いをもって，国民会計のデータ収集に関して PCG を同調させることを企図した。その
結果，企業会計と国民会計の立場の間に必然的に緊張が生じた。そして，この経験が，フラ
ンスの統計家を《企業中継システム（système intermédiaire entreprises）》の概念を開発す
るように導いた。
企業中継システムは企業会計と国民会計との間に介在し，国民会計へのデータ提供ばかり
ではなく，そこで作成される中継勘定をもって産業別のメソ経済分析を行うことをも狙いと
する。そこでは，PCG のカテゴリーが国民会計の概念枠組に従って再構成されるが，集計
されたデータは企業の個別勘定それ自体のままである。これらの集計されたデータは，次
に，たとえば脱税の概算をもってそれを補整するためにしろ，特に棚卸資産変動や固定資本
消費の算定のために評価方法を調整するためにしろ，全体的にまたは活動部門別に修正され
る。実際，評価方法に関してもさまざまな見解が披瀝されてきたが，PCG では，償却，場
合によって減損される，歴史的原価で資産が記帳されるままである。
．会計標準化によるデータの収集
4-1 国連による企業中継勘定の研究
企業中継システムを介在させて国民会計作成のためのデータを収集するフランスの手法
は，国際的には高い関心を呼び起こすことはなかった。ところが，フランス国民会計の作成
手法は，2000年に国連が国民会計ハンドブックシリーズで『企業会計と国民会計との連携
（Links between Business Accounting and National Accounting）』に関する研究書［UN
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(2000)]
19)
を刊行したことによって一定の認知を得ることになった。その序文では，アング
ロ・アメリカの伝統（tradition anglo-américaine）とフランコ・ジャーマンの伝統（tradition
franco-allemande）との区分によって，両者の国民会計作成の特徴が説明されている。
［Vanoli, A. (2006) p. 10］も説明しているように，［NU (2001)］の（0.10）では，表 4-1
のような，フランコ・ジャーマンの伝統とアングロ・アメリカの伝統による損益計算書の表
示様式が比較されている。この比較によれば，フランコ・ジャーマンの伝統に倣った損益計
算書の表示様式のもとでは，企業会計また特に公的情報に関する共通基準の定式化は，国民
勘定を作成るために企業勘定を使うことがその編集を大変容易にすると指摘される。これに
対して，一般的なアングロ・アメリカの伝統による損益計算書の表示様式は，企業分析にお
いて機能別に費用を分析するためには有用であるが，売上高や管理費のような機能的用語の
背後に国民勘定によって要求される性質別分類の情報が隠れてしまうことが指摘される。ま
た（0.8，0.15及び0.16）では，標準化の欠如から生じる厄介な問題（国ごとばかりか企業
ごとの相違，租税目的の会計システムと企業分析または公的情報のための会計システムとの
2015 フランス国民会計と IFRS(小関) 401
19) ここでは仏語版［NU (2001)］; Comptabilité d’entreprises et Comptabilité nationale, Manuel de
comptabilité nationale, Series F, no76に基づいている。
表 4-1 損益計算書の一般的表示
(出所) [NU (2001) p. 7].
経常活動正味収益（または利益）
人件費
その他経営費用税引後経常活動正味収益（または利益）
支払利息税引後特別正味収益（または利益）
経常活動利益税当期利益
経常収益税（利益税）
税引後経常活動利益
臨時費用
フランス・ドイツの伝統アングロ・アメリカの伝統
収 入売上高
完成品及び仕掛作業の棚卸資産増加売上総利益
特別活動利益税
当期利益
売上高売上原価
有価証券収益（受取正味利息及び配当）
完成品及び仕掛作業の棚卸資産減少その他正味収益
原材料及び代替可能財貨
経営収益（または利益)
支 出
一般管理・販売費
有価証券収益（受取利息・配当）商業・販売費
臨時収益
自己負担で実施ないし資本化された作業
その他経営収益
相違）が指摘され，（0.17及び0.18）では，勘定の連結から生じる相違が指摘される。さら
に（0.14）では，勘定構造と同時に勘定内容における柔軟性について，合衆国やカナダにお
ける実業界や会計職業に強い優先性が認められることが強調される。
この国連の研究書では，企業中継システムのアプローチ，そこに明示的に導入される概念
が紹介されている。第章では，研究を調整し最終稿を編集した国連統計局の Vu Quang
Viet によって，非金融会社の企業勘定から国民勘定の作成が試みられている。このアプロ
ーチで有用な中継勘定は，国民勘定への経路における最初の段階を構成する。アングロ・ア
メリカ会計の一般的な枠組みに位置付けられる著者は，高度に分析的なアプローチをとっ
て，どのように中継システムが定義されるのかを説明し，国民勘定に施す必要のある一連の
調整を明らかにしている。しかしながら，実務面では，そのような国民勘定を作成するため
のアプローチの利用は，通常，公的には利用できない会社計算書に関する高度で詳細な情報
を要求することになる。
会計方法によって採られるさまざまなアプローチ，また特にアングロ・アメリカ会計が性
質別費用を表示しないという事実は，先進大国を含む大部分の国々が，なぜ国民勘定を作成
するために，企業勘定の直接的また統合された利用をすることができないのかを説明する。
さらには，これらの国々の統計家は個別会計データそれ自体を利用しない。
この国連の研究書は，合衆国における実践についても採り上げている。第Ⅴ章では，
Parker, R. P. によって，合衆国の国民経済勘定の作成における企業勘定の利用について説明
がなされている。合衆国の国民会計担当者は，租税当局による統計データの処理を広範に利
用する
20)
。これに対して，公企業に関して，また監督官庁や統計局によって収集される若干
の情報を除いて，財務報告データの利用はほとんど現われない。上のデータ，またさらに多
くの他のものが，項目ごとに国民勘定を見積もるために利用される。しかし，それらのデー
タは，包括的また統合された分析，また企業勘定の利用のための基盤として役立てることが
できない。
このような国連の研究書における「企業会計と国民会計の連携」の考察は，上にみたよう
に，［Vanoli, A. (2005) p. 308］によって整理された企業会計データの利用に関する制度的な
措置，すなわち勘定の標準化がなされ，税務データの統計的利用を自由に行うことのできる
ことが前提となる。この制度的背景の問題は，企業会計の目的に関わる問題でもあり，当該
国が会計に求める役割としてどのような目的を措定し，それがまた国民会計とのデータの連
環から齎される諸勘定によって，会計主体の業績管理の有効性が高められるかが問われるこ
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20) 統計的に制御されたサンプルに基づいた内国歳入庁によって作成される所得統計に関する報告書
も含まれる。
とになろう。
この点に関しては，「企業会計と国民会計の連携」を背景とした会計標準化の出発点と見
做し得る OCAMプラン，そして PCG 82のカドル・コンタブル及び発展システムに導入さ
れた経営管理中継残高表（tableau soldes intermédiaires de gestion）の観点が，昨年誕生し
た PCG 2014においても継承されていることを確認する必要がある。
4-2 原型としてのOCAMプラン
OCAMプランとは，「アフリカ・マダガスカル共同機構」の加盟諸国に適用される標準会
計制度として整えられたものである。このプランは，当時のフランスの会計基準設定諮問機
関であった CNC に委託され，その中心メンバーである Prost, A. と Corre, J. によって考案
されたものである。このプランは，当時の CNC の委員長であった［Montet, H. (1970) p.
22］によれば，国民会計へのデータ提供をその作成目的のひとつとする，今後の PCG の会
計標準化の方向性を予示するために利用されたとされており，「企業会計と国民会計の連携」
を課題とする PCG の会計標準化としての原型をなすものと見做すことができる。実際，こ
のプランの考案以降，OCAMプランに比較される多数の PCG改定の試案が登場しており，
それらの試案の検討後に PCG 82が誕生している。したがって，国民会計へのデータ提供の
観点からすれば，OCAMプランはその会計標準化の原型として高く評価できる。だが，
PCG 82では，相対的な実行可能性を勘案して，その作成が任意である発展システムにおい
て企業中継勘定に対応する勘定構造が設けられたとも考えられる。
というのは，OCAMプランは，企業会計と国民会計とのデータの連環のために，現行の
SUSE 体制におけるように，企業中継システムを介在させてその役割を追究するのではな
く，表 4-2 のような OCAMカドル・コンタブルを考案し，クラス1に企業の経営管理に有
効と見做される指標的残高を設けている。これらの経営管理の指標的残高（soldes
caractéristiques de gestion）の算定を行う勘定構造を Tフォームで表示したのが表 4-3 で
あるが，そこでは，付加価値算定のための勘定構造が企業の経営管理に有効であり，その勘
定構造をもって企業会計と国民会計のより直接的なデータの連環が企図されている。このよ
うな方法は，Bray, F. S.が経験したように，企業会計のコンヴァンションとの衝突に遭遇す
ることになり，これを回避するために SUSE におけるデータの連環の必要性が誘引された
とも言い換えることができる。したがって，PCG 82では，OCAMプランと同様の付加価値
算定のための勘定構造が採られているが，経営管理中継残高表はその作成が任意である発展
システムにおいて推奨されている。そして，このような PCG 82の方針は，そのまま PCG
2014に継承されている。これに対して，OCAMプランでは，付加価値算定構造及びそこか
ら齎される経営管理の指標的残高の算定が，いわばすべての会計目的に有効な計算構造とし
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て位置付けられている。
4-3 PCG 2014の位置づけ
フランスにおける現在の会計基準設定機関である会計規準局（ANC）は，2014年#月
日の会議で PCGに関係するANC no 2014-3規定を採択した。この規定は，PCG 99に関する
CRC 99-03規定，及び1999年以降に公表されたその他すべての規定に置き換えられる。特に
第号指令及び第2号指令の計算書に関する2013/34/UE 指令の入れ換えに関係する規定
も，必然的にこの規定集に統合されることになる。
この規定集が一般に PCG 2014と呼称されるものであり，その編纂目的は，主に新しいテ
ーマ別プラン及び会計規定の条項に修正を齎すことのない新しい番号付けによって PCG を
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表 4-3 OCAM経営管理指標的残高
(出所) [OCAM (1970) pp. 202-203]より Tフォーム形式に変更して引用。
80．粗利益の算定
商品売上高売上原価
残高：粗利益
81．付加価値の算定
粗 利 益中間消費高
残高：付加価値
・製品売上高・運賃
・固定ないし移転費用
生 産 高・消費財・貯蔵品
・製品棚卸高・その他消費サービス
・自家用建設高
残高：経営外損失残高：経営外利益
82及び082．経営及び経営外損益の算定
付加価値諸損費
残高：経営利益
経営・経営外助成金租税
残高：経営損失
雑収益・利得人件費
減価償却・引当金繰入額
受取利息・配当金利息
減価償却・引当金戻入額
84．固定資産譲渡損益の算定
譲渡価格譲渡資産取得原価
残高：譲渡損失残高：譲渡利益
譲渡資産減価償却費譲渡付随費用
残高：税引前純損失残高：税引前純利益
85．税引前純損益の算定
経営利益経営損失
（84残高の振替）
経営外利益経営外損失
（84残高の振替）
（82残高の振替）（82残高の振替）
譲渡損失
（082残高の振替）（082残高の振替）
譲渡利益
86．法人税の算定
過払額予定納付額
残高：法人税未納額
870．当期可処分純損益の算定
税引前純利益税引前純損失
法人税
（85残高の振替）（85残高の振替）
残高：可処分純利益
（86残高の振替）
残高：可処分純損失
再編成することであった。それゆえ，将来的には，すべての新しい規定はこの一般規定に編
入されることになる。また，規定集の巻末に挿入された符号表は，その他の規則に適ったテ
クスト（特に税務テクスト）に見出される PCG の旧準拠基準と新しい番号付けとを照合で
きるように配慮したものである。したがって，この規定集は，与えられた主題に関する会計
テクストに即時にまた簡便にアクセスすることを，利用者，なかでも特に計算書の作成者に
可能にするので，網羅的で実務的な真の要具を構成するとされている。
国民会計の作成のためのデータ収集を目的として登場した企業中継システムの勘定枠組
は，PCG 82ではその作成が任意である発展システムにおいて経営管理中継残高表として設
けられた。CRCによる PCG 99においてもこの目的の変更はないので，PCG 2014の編集の意
図からして，経営管理中継残高表の作成による業績管理の視点は，PCG 2014においてもそ
のまま継承されている。しかし，IFRS の適用，またこの適用による PCG への影響は，国
民勘定へのデータ収集の問題にどのように関わってくるのであろうか。
PCG 2014のカドル・コンタブルは表 4-4 のようであり，経営管理中継残高表は表 4-5 の
ようである。表 4-4 から明らかなように，クラス#（費用）とクラス2（収益）の勘定の配
列は，性質別による勘定分類が採られている。また表 4-5 の経営管理中継残高表の構成は，
PCG 82で導入されたものと同じであり，商業余剰の算定とともに付加価値の生産と分配の
関係を明示する構成となっている。したがって，個別計算書における業績管理の目的観は，
連結計算書とは異なり，企業中継勘定と連携する概念枠組において判断されることになる。
IFRS の概念枠組は，一般的な投資者行動を想定し，その想定がすべての利害関係者に普遍
的に当てはまるとするが，フランスの会計標準化における勘定の配列は正にこのような想定
を否定するものでもある。したがって，IFRS における財務諸表の表示における付加価値計
算書や環境報告の開示に関する奨励の姿勢が時代とともに弱くなってきたことは
21)
，PCG
の会計観からすれば遺憾とされるであろう。
したがって，国民勘定の作成のためのデータ収集の役割は現在でも生きているが，IFRS
の適用によって企業中継勘定の業績評価の役割はどのように変化することになるのか。個別
計算書における業績管理の目的観は，連結計算書とは異なり，企業中継勘定と連携する勘定
枠組において判断される。
Bray, F. S. と Stone, R. の構想では企業会計を変革することによって，国民会計の作成に
資するデータの収集が企図されたが，フランス会計標準化の観点では，企業会計を変革する
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21) IAS1 par. 14。パラグラフの変更とともに，付加価値計算書や環境報告書の作成についての推奨
の表現が弱くなっている。現在では，このような報告書は IFRS の範囲外であるとの表現が採られ
ている。
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表 4-4 PCG 2014カドル・コンタブル
18.組織形成・参加会社
関連勘定
─
49.第三者勘定減価
53.現金23.建設仮勘定
52.金融商品22.委譲固定資産
51.銀行，金融機関及び
類似機関
貸借対照表勘定
クラス
21.有形固定資産
50.一時所有有価証券20.無形固定資産
財務勘定
クラス
固定資産勘定
クラスクラス
59.財務勘定減価29.固定資産減価
58.内部振替28.固定資産償却
─27.その他金融固定資産
─
26.参加及び参加関連債
権
─
25.関係会社出資及び関
係会社債権
54.前払い及び信用貸し
管理
─
40.仕入先及び関連勘定10.資本・準備金
39.棚卸資産・仕掛品減
価
38.移送，貯蔵ないし委
託棚卸資産
37.棚卸商品
36.場合によって，“固定
資産派生棚卸資産” 項
目のもとでの開設勘定
35.棚卸製品
34.仕掛用役
33.仕掛財貨
32.その他貯蔵品
第三者勘定
31.原材料(及び給品）
─
棚卸資産及び
仕掛品勘定
クラス
資本勘定
（自己資本，その他自己資
本，借入金及び類似債務）
16.借入金・債務
47.暫定ないし仮勘定17.参加関連債務
48.調整勘定
14.法令引当金
45.企業集団ないし共同
出資
15.危険・費用引当金
46.各種債務者及び債権
者
12.期間成果
43.社会保障及び社会機
関
13.投資補助金
44.政府及びその他公共
団体
41.得意先及び関連勘定11.次期繰越
42.人件費及び関連勘定
68.償却及び引当金繰入額
69.従業員参加額-法人税・類似賦課
─
72.自家生産高
71.棚卸製品増加（ないし減少）
成果勘定
70.製品，用役提供，商品の売上高
収益勘定
クラス# クラス2
79.費用移転
78.償却及び引当金戻入額
77.臨時収益
76.財務収益
75.その他経常管理収益
74.営業助成金
60.仕入高（603勘定を除く）
603.棚卸資産変動高(貯蔵品及び商品）
費用勘定
66.財務費用
67.臨時費用
64.人件費
65.その他経常管理費用
62.その他外部用役
63.租税公課及び類似賦課
61.外部用役
この勘定クラスはクラス〜2に記入されない特殊勘定を排列する。
特殊勘定
クラス1
(出所) ［PCG 2014, Art. 931-1］各クラスについて二桁の数字で勘定リストを提示する勘定計画の要約が，カドル・
コンタブルを構成する。
ことなく国民会計作成のためのデータ収集をめざして，国民勘定の勘定枠組を採って企業会
計の生のデータから構成される企業中継勘定を作成する。この企業中継勘定は，企業会計の
生のデータから構成されるが，これと対応する経営管理中継残高表からもたらされる諸指標
が企業の業績管理に有効な指標になるとみられている。
IFRS の適用は現在のところ上場会社の連結計算書であるが，今後 IFRS規準が個別計算
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表4-5 PCG 2014 経営管理中継残高表
(注) ⒜ 成果計算書における収益からの控除。
⒝ 付加価値の算定のためには，635勘定 “租税公課・類似賦課” に記入され，また課税対象財貨の消費
の際に支払われる特別な性質の間接税は，外部消費と同様に処理される。
⒞ すなわち，収益総計マイナス費用総計。
(出所) ［PCG 2014, Art. 832-8］.
・経営利益
合 計
・税引前経常成果（損益）
財務収益
合 計
・臨時成果（損益）臨時収益
共同事業取引利益割当額
・税前経常利益
中間残高
売上商品仕入原価
N-1年度費用収益
・商業余剰
・経営総余剰
戻入費用・移転費用
商品売上高
その他収益
・経営成果（損益）合 計
租税公課・類似賦課⒝
資産要素の譲渡収益
外部給付
当期消費高
合 計
合 計
または棚卸引出生産⒜
その他費用
償却，減価償却及び引当金
繰入額
棚卸生産高
・当期成果（損益)⒞
・または経営総不足
合 計
人件費
合 計
資産要素譲渡の増価・減価
・または税前経常損失
臨時費用
合 計
財務費用
共同事業取引損失割当額
・または経営損失
合 計
売上生産高
Ｎ年度
・付加価値
譲渡要素の簿価
合 計
従業員利益参加額
法人税
経営助成金
・経営総余剰
（ないし総不足）
・商業余剰
・付加価値合 計
合 計
・当期生産高
自家用固定資産生産高
・当期生産高
書にも影響を及ぼすならば，IFRS によって修正された経営管理中継残高表が作成され，そ
れが経営管理により有効な指標を生み出すことになれば，IFRS との関係からする国民会計
作成のデータ収集の問題から IFRS に準拠する経営管理中継残高表の諸指標の有効性の問題
に論点が移り，国民会計作成のためのデータ収集からもたらされた経営管理中継残高表の諸
指標の意義が変質してゆくことになろう。換言すれば，付加価値の生産と分配の計算構造に
よる企業を取り巻く利害関係者との関係の調整から，投資者に資する情報提供を概念枠組と
する IFRS の理念への移行が生じるであろう。現実に，このような変質は，IFRS の広範な適
用が個別計算書にも反映され，個別計算書そのものの改革を誘引することにもなりかねない。
．国民会計規定の改定
昨年，国民勘定及び地域勘定の新たな欧州システム［ESA 2010］は，新たな経済環境，
方法論的調査研究における進歩や利用者ニーズに国民勘定を対応させるために，従来の国民
会計基準［ESA 95］に置き換えられた。ESA 2010は，2008年に改定された国連システム
［2008 SNA］の姉妹版であるが，両者には若干の点で差異が存在する。
2008 SNAは，世界中のすべての国々のための国民会計構築の指針であるが，ESA 2010は
EU加盟諸国のための指針である。したがって，［ESA 2010, p. 10］で整理されているよう
に，諸概念がEU加盟諸国になじむような表現に変換され適用されている。
このような ESA 2010と2008 SNA との比較による表示変更や具体的な説明の措置は，
2008 SNA を EU域内で適用するための調整であり，今回の改定の特徴が IFRS とどのよう
に関わっているのかを検討するためには，ESA 95と ESA 2010との差異を整理する必要があ
る。言うまでもなく，この差異は93 SNA と2008 SNA との差異に対応し，それが今回の改
定項目を構成している
22)
。
5-1 ESA 2010の主要改定項目
ESA の改定は，多数の会議や諮問文書を通じて，EU加盟諸国の統計局や中央銀行，欧
州中央銀行（ECB），経済・金融担当長官（DG ECOFIN），欧州議会・理事会において審議
され，欧州の立場から満場一致で採択された。
改定プロセスにおいては，44項目の変更に関する勧告リストが提示されたが，それらの多
くは，期限付きで専門家に委ねられた。したがって，ここで取り上げられる主要な改定項目
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22) ESA 95と比較されるESA 2010における変化は，概念的変化に限定されない。サテライト勘定，
政府勘定及び海外勘定に関して新しい章立てがなされ，範囲において主要な差異がある。また四半
期勘定や地域勘定に関する章立てでは重要な拡張がある。
は，確定ではない予測的なものも含まれるが，方法論的変更に関係するものについて説明す
る。
国民勘定は，現代の経済統計システムのコアであり，経済を要約また分析するための体系
的な統計の枠組を提供する。またそれらは，関連性（relevance）を維持するために，構造
的な経済変化に調和しなければならないと同時に，より時宜にかなった利用者の情報ニーズ
を処理しなければならない。
この国民勘定は，特にEU加盟諸国においては，大変重要な役割を担っている。というの
は，それは，欧州の経済管理についての数量的裏付けを構成する多くの指標の情報源となっ
ているからである。
周知のように，マーストリヒト条約は欧州通貨統合の参加条件として，物価，財政，為替
及び金利のつの経済収斂基準をユーロ（€）導入のための条件とした。これらの基準のう
ち，€導入後の基準として継続するのは財政に関する基準であり，単年度の財政赤字が対
GDP比で％以下，かつ累積債務残高が対 GDP比で60％以下であることが定められてい
る。
この €導入のための経済収斂基準における対 GDP比（％）による歳出赤字比率及び債務
比率は，超過赤字手続（EDP）のもとで欧州財政政策を決定するために用いられる。また，
地域 GDPs は合理的に構造資金を配分するために用いられる。最近のマクロ経済不均衡手
続（MIP）のいくつかの指標は，国民勘定に基づいている。さらには，GDP の四半期成長
率は，ユーロ圏の通貨政策における重要な裏付け要素である。このことは，欧州において
は，GDP を基礎とする高度な比較可能性と正確性が必要とされることを意味している。し
たがって，今回の国民会計の改定によって ESA 2010に導入された GDP の算定に関する改
定要素は，欧州各国の経済政策に直接的な影響を及ぼすことになる。
これらの改定項目は，［ESA 2010, p. 11］でも取り上げられているが，以下では IFRS と
の関係から相対的に説明の詳しい［EC（2014）］MEMO: Technical Press Briefingによっ
て，如何なる改定がなされたのかをみてみよう。
・ 研究開発支出の資本化
研究及び開発（R&D）は，長い間，経済学者によって固定資産の性格，すなわち確定所
有権，長期-永続反復使用及び生産プロセスで利益を生み出すものとして認識されてきた。
次第にデジタル化する現代経済においては，R&D は建造物，トラック，または工場よりも
将来収益を獲得するための投資としてより重要でさえある
しかしながら，ESA 95（旧システム）は，将来の経済成長に対して主要な貢献をもたら
すと考えられるにも拘らず，IFRS のような他の会計フレームワークと同じようには，R&D
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を資本形成として認識しなかった。それに対して，R&D支出は，自前で処理されたか購入
されたかにしろ，期末時点で “完全に生産プロセスにおいて使用尽くされた” ものとして処
理されることを意味する《中間消費》として記録された。その結果，その経済の貸借対照表
は，GDPや営業利益と同様に過小に算定された。また R&D は，その経済の総産出高及び
その期間の営業利益から控除された。
ESA 2010においては，R&D の産出高は，それらが資産と認識されることを意味するの
で，現在では《資本化》されており，また R&D固定資産の取得，処分及び減価が他の固定
資産と同様に処理されるであろう。これが2008 SNA 及び ESA 2010によって導入された主
要な改善である。保守主義の会計の世界にあっては，企業会計実務よりも進んだ方法を採る
ので，それは全く大胆な変化であるとされる
23)
。だが，マクロ経済貸借対照表のデータにと
っては，それはより優れた分析能力をもつものと見做される。
利用者にとっての最も直接的また可視的なインパクトは，すべての国にとって，R&D へ
の投資に関わる金額が，GDP のレベルを増加させるであろうということである。後にみる
表 5-1 の予備的な見積りによれば，加盟諸国の加重平均値で，GDPのレベルは欧州で1.9％
押し上げられるであろう。この変更のインパクトは，合衆国では相対的に多くの R&D支出
があるために，2.5％と見積もられた。しかしながら，欧州の数字は，加盟諸国間の差異の
多様性をカバーする加重平均値である。このレベルの増加のために，GDP タームで表現さ
れる比率は，他のすべての事情が等しければ，自動的に僅かに縮小することになる。このこ
とは，たとえば，公的債務比率に関する事例がそうであろう。それは，平均でまた他の変化
にも拘らず，おおよそGDPの増加に対応して減少するであろう。
・ 軍事支出
ESA 95においては，軍事用兵器システムの取得及び軍用航空機または船舶のような輸送
手段は，その耐用年数の長さにも拘らず，《中間消費》として処理されてきた。この取扱は，
兵器としての経済的現実に対応しないし，またその輸送手段は長期にわたって使用され，数
年後には輸出されさえするかもしれない。軍用船舶は初年度末に費消されない（戦争で沈没
した場合を除いて）。この種の兵器システムは多年にわたって使用され得る。
したがって，他の会計フレームワークと調和して，ESA 2010は，現在，支出の性質また
はそれについて意図された目的に拘らず，特に破壊的潜在力に拘らず，“年を超える期間
にわたって生産に使用される” との定義に合致するすべての軍事用支出を《総固定資本形
成》として処理している。破壊兵器やその輸送手段のこの会計処理に関する変更の GDP へ
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23) IFRS では開発費の資産計上要件として#つの要件が設けられているが，この規準が厳しいこと
をもって保守的と呼ばれることがある。
のインパクト
24)
は，明らかに諸国間での軍事予算の依存度で異なる。おおよその見積りは，
EU全体についてGDPの約0.1％の加重平均値の増加であるとされる。
・ 加工目的で海外に送られた財貨
ESA 95では，加工のために海外に送られ，加工されて戻された財貨を，それらが最初の
国を離れた時，その全体価値で輸出として処理し，またそれらが最初の国に戻る時，輸入と
して処理されてきた。グローバル化に照らして，ESA 2010及び国際収支マニュアル
（BPM6）は，もはや物的移動に基づかない所有者の記録方法の変更を行った。それは，受
取国から送付国への必然的な支払いを課すことのない，ある国から他の国への多くの財貨の
移動と認識する。事実，新たな処理は，受取国が財を輸出するのではなく，加工サービスを
輸出するものとして認識される。
したがって，ESA 2010のもとでは，加工のために海外に送られた財貨の価値は，もはや
総輸入と総輸出の数値に何らのインパクトも及ぼさないだろう。さらには，加工の価値はサ
ービスの輸出／輸入として再分類されるであろう。それゆえ，国民勘定及び国際収支におい
ては，財貨の輸出及び輸入のレベルは，サービスの輸出及び輸入のレベルが増加するのに対
して，僅かに減少するであろう。このことは国際貿易の分析にとって重要である。たとえ
ば，かなりの加工を手掛ける国々にとっては，そのサービスの貿易バランスは正の影響を受
けるであろうが，その財貨の貿易バランスは負の影響を蒙ることになる。
新しい記録法は輸出と輸入に相称的な影響を及ぼすので，実際には財貨・サービスの外部
貿易の全体としてのバランスに何らのインパクトもないことに留意することは重要である。
実際，GDP には何らのインパクトもない。この段階で，国民勘定及び国際収支において表
現されるEUの輸入及び輸出のレベルに関するインパクトを見積ることは早計である。しか
しながら，このインパクトは，相対的に加工に特化していないEU域内の国々にとっては，
さして重要ではないだろう。
・ 年金制度
ESA 95では，基金積立制度についてのみ貸借対照表上で年金債務が認識された。したが
って，積立無基金雇用者制度は，雇用者に関する負債の認識に導かなかった。さらには，積
立無基金制度の事例における主婦（従業員及び退職者）に関しては，年金受給資格はない。
ESA 2010では，その制度が基金積立であるか否かに拘らず，そのコアの勘定において雇
用・関連の年金受給資格を認識する。加えて，補足表は，社会保険，すなわち積立無基金政
府年金制度及び社会保障年金を含む社会保険において，今日までに発生したすべての年金受
給資格を提供する。補足表は，国ごとの世帯の年金財産の経済的分析に関して，強力なツー
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24) これらの兵器や輸送手段の固定資本消費に等しい。
ルを提供するであろう。これは特に，2008 SNAが政府の積立無基金年金受給資格の記録，
すなわちコア勘定の内部または外部の記録に関して，ある程度の弾力性を放棄するので重要
である。ESA 2010は，補足表にのみそれら受給資格を表示することを規定するけれども，
合衆国及びその他 EU ではない OECD諸国は，コアの勘定にそのような受給資格を記録す
るであろう。
ESA 2010はまた，これらの使用者の年金債務の引き継ぎと引き替えに，しばしば政府に
よって公共企業体から受け取られる一時払い（lump sum payments）の記録法を変更する。
以前には，ESA 1995のもとでは，そのような一時払いは政府の所得と見做され，それゆえ，
その取引年度での不足額に明確に影響を及ぼした。ESA 2010では，実際それが，政府の年
金債務の増加によって相殺されるので，一時払いを所得として認識しない。このことは，最
近このような取引を行った少数の加盟諸国（たとえば，Portugal, Hungary）について，不
足数値に多少の修正をもたらすことになる。
・ 生命保険以外の保険
ESA 2010は，保険サービスのGDPへの貢献の基準をかなり改善しなければならない。以
前のシステムでは，この貢献は保険掛金と支払請求額との差額に基づいていた。支払請求額
のレベルは，全く不安定であるので，結果それ自体も不安定（volatile）であった。ESA
2010では，非生命保険の産出高の計算方式は，この産出高のレベルを平準化するように改め
られている。
・ 所有権移転費用
25)
資産の撤去費用を含む移転費用は，実際のデータに関して困難を伴うけれども，発生時点
で記録され，その資産の保有期間にわたって償却される。
・ その他費用
公的赤字や公債のように，たとえば単位の再分類に基因する GDP，またはいくつかの他
の重要な変数に影響を及ぼし得るその他多数の変更があるだろう。しかしながら，大部分の
国々においては，これらの変更は最終の数値に限られたインパクトを齎すにすぎない。
5-2 GDPへの改定の影響
それでは，このようなESA 2010の方法論的変更は，GDPの算定に関してどのような影響
を及ぼすことになるのか。この点について，欧州統計局（Eurostat）は EU加盟諸国に対し
て予備的な概算を行うように要請した。表 5-1 はその結果であるが，その数値は ESA 2010
によって導入された方法論的変更にのみ関係しており，ESA 2010の実施の文脈でなされ得
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25) IFRS の影響を反映するものとして付け加えておく。
る統計的変更，すなわちデータ情報源の改善や新たなデータ情報源の利用などには関係して
いない。方法論的変更及び統計的変更の総合的なインパクトを把握することができるのは，
EU加盟諸国によって実施されるESA 2010による新たなデータの公表以降になるであろう。
表 5-1 から明らかなように，EU加盟諸国の24カ国で EUの GDPの97.7％を示しており，
方法論的変更による GDP への加重平均インパクトは2.4％の増加となっている。そのうち
＋1.9（全体インパクトの約80％）が研究開発費の資本化に基因し，残りの方法論的インパ
クトは，さまざまな要素に基因するが，最大のものは＋0.1を示す軍事支出の資本化である。
いうまでもなく，EU加盟諸国間でインパクトの大きさは異なる。それは，第一に，加盟
諸国間での R&Dの支出が区々であることに基因している。因みに，アメリカ合衆国では，
新しい国際基準（08 SNA）の導入が，2010年から2012年について，2.5％の研究開発費の資
本化の会計処理とともに，GDPの3.5％の増加が齎されたことが指摘されている。しかしな
がら，US-GDP に0.5％のインパクトを及ぼすことになる演芸・文芸及び工芸作品の資本化
などの変更が，既にESA 1995に従ってEU-GDP に含まれていたことを考慮すれば，この解
釈にあたっては，欧州における2.4％の加重平均インパクトが合衆国における％
26)
と比較
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26) そのうち，研究開発費についてはEU-GDPで1.9％及びUS-GDPで2.5％の寄与をしている。
27) ELはギリシャ語の言語コードである。
表 5-1 ESA 2010 の方法論的変更によるGDPへのインパクトの見積り
(注) 国名略称：LV：Latvia LT：Lithuania HU：Hungary PL：Poland RO：Romania CZ：Czech
Republic EE：Estonia IE：Ireland ES：Spain IT：Italy LU：Luxembourg MT：Malta
PT：Portugal SI：Slovenia SK：Slovakia BE：Belgium DK：Denmark DE：Germany
FR：France AT：Austria NL：Netherlands UK：United Kingdam FI：Finland SE：Sweden
BG：Bulgaria EL
27)
：Greece CY：Cyprus HR：Croatia
最初の予備的見積り（基準年：主に2011年)
4.52
20.83
41.7
国 名
4
25.610
5.1
GDP増加割合
5
EU GDPへの寄与(％)国 数
4
97.724
CZ, EE, IE, ES, IT,
LU, MT, PT, SI, SK
1〜％
LV, LT HU, PL, RO0〜＋％
まだ見積りが提供されて
いない。
2.4％
USA＋3.0％
BG,EL,CY,HR
3〜＋％
FI, SE4〜％
EU平均
BE DK, DE, FR2〜％
AT, NL, UK
されなければならないことに注意する必要がある。
GDP の算定に関わるこのような ESA 2010の改定要素は，上に指摘したように，EUにお
けるユーロ導入の前提となる GDP を基準とする経済収斂基準に対して影響を及ぼすことに
なる。とくに表 5-1 から明らかなように，研究開発費の取扱いに関する改定は，GDP を押
し上げる要因となり，対 GDP比の公的債務の割合（％）を軽減することになる。したがっ
て，こうした GDP への影響は，過重な債務を抱える国々とっては有利に働くことになる
が，逆に対 GDP比による EUへの拠出金に関しては，不利に働くとの説明がなされること
にもなる
28)
。
このように，EU においては，国民勘定の正確な算定は，EU域外の国々に比較してより
重要であるが，さらにフランスのような PCG からのデータ収集に依拠する国民勘定の正確
な算定は，国民会計の改定に加えて，さらに IFRS を考慮する PCG の再編との関係によっ
て影響を受けることになる。したがって，国民会計の改定については，PCG と IFRS との
関係をも考慮した重の相互関係の影響を考察する必要があろう。
#．むすびに代えて
国民会計作成のためのデータの収集の観点から形成される会計標準化は，EU における
IFRS の適用によってさらに挑戦されている。これまでにみてきたように，この観点からす
る会計標準化は，企業中継勘定での調整を前提とする限り，大きなインパクトを受けること
がないように思われる。まして，フランスでの IFRS の強制適用は，法的実体としての個別
企業の計算書ではなく，上場会社の連結計算書を対象としており，国民会計作成のためのデ
ータは PCG に準拠して作成される。ところが，フランスにおいて個別計算書に適用される
一般会計基準としての PCG と IFRS との関係は，国民会計での IFRS の影響が PCG との差
異を齎し，企業中継勘定そのものの活用の有効性を軽減してしまうばかりか，IFRS による
PCGの改定を誘引することにもなろう。
実際，［2008 SNA, p. 11 (1.70)］も［ESA 2010, pp. 461-463］も国際会計基準に影響され
る企業会計と国民会計との関係に言及している。とくに前者では，2008 SNAの特徴が，会
社また公共セクターにおける国際会計基準を反映しており，国際会計基準審議会（IASB）
や国際公会計基準審議会（IPSASB）の基準を参照していることを明らかにしている。特に
年金債務や無形資産（開発費）などについてのいくつかの事例では，SNAに含める項目の
可能性を国際会計基準に依存して判断している。そこでは，国民会計のデータを収集する立
場からではなく，方法論的立場から企業会計（国際会計基準）から示唆を得ようとしてい
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28) 『日本経済新聞』，2014年1月20日付朝刊。
る。その具体的な成果が，上にみた国民会計の主要改定項目であったということができる。
ところが，上にみたように，IFRS の適用は上場会社の連結計算書であり，法的実体とし
てさまざまな影響を受ける個別企業の計算書ではない。したがって，個別計算書は国民会計
の改定によって IFRS の影響を直接受けることなく，企業中継勘定において多くの項目の調
整を余儀なくされるだろう。
それでは，今回改定された EU の国民会計基準［ESA 2010］は IFRS の影響をどのよう
に受け止めているのか。またその改定項目の処理方法は個別企業の処理，すなわち PCG
2014の処理方法と大きく異なるのだろうか。言い換えれば，個別計算書への IFRS の影響は
ないのか。この点を，上で特に国際会計基準の適用に依存したと説明されている無形資産
（開発費）及び年金負債についてみてみよう。
国民会計の改定項目が国際会計基準を参照して検討されたとしても，その影響は上場企業
の連結計算書に反映され，フランス企業の個別計算書には国民基準，すなわち PCG 2014の
規定が用いられたはずである。したがって，そこには IFRS の影響はないものと思われる。
ところが，年金，退職給付及びその他類似払込に関係する PCG 2014の ANC の規定 Art.
324-1は，優先的方法（méthode préféretielle）として，IFRS と同様の処理をすることにな
る。また無形資産としての開発費の処理は，ANC の規定Art. 212-3で定められ，同じく優
先的方法として IFRS と同様に
29)
#つの要件をすべて充足することによって資産として計上
されることになる。この優先的方法の選択は，不可逆的で，継続的適用が定められており，
採用しなければその影響を貸借対照表及び成果計算書に開示しなければならない。したがっ
て，両者は，個別計算書といえども，優先的方法の性格を付与されて IFRS の規定を適用す
る道が開かれていることになる。このような状況に鑑みれば，［Vanoli (2005) p. 311］の次
のような見解は充分妥当性をもつものと思われる。
現状では，IFRS は上場会社の連結計算書に適用され，さまざまな利害関係者の要求を充
足するための改革は個別計算書の作成に依存することになる。この点は，フランスのような
成文法の国においては，複雑な問題である。というのは，それらは一方では会計法，他方で
は会社法・商法，社会保障法・税法との関係に結びついているからである。このような個別
と連結の二元性（dualisme）が，ずっと維持され得るかは確信できない。確かに元性は，
IFRS と PCG との並行的適用から教訓（leçons）を引き出すことができる大きなメリットを
もつであろう。しかし，他の EU加盟諸国についてと同様にフランスでも，IFRS の国際的
な主導性（prépondérance）によって創造される新たな環境を考慮して，会計戦略を構築す
ることは重要である。
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しかしながら，アングロ・アメリカの伝統からする基準では，IASBによって実現される
国際標準化の作業とフランコ・ジャーマンの伝統からする PCG の規範的システムによって
得られる経験から同時に利益を得ること，特に性質別と機能別の二元的表示を含む構造をと
ることはできない。これに対して，フランコ・ジャーマンの伝統の枠組においては，そのよ
うな二元的分類表示は単一の国民基準による手法より好ましいと思われる。このことは何を
意味しているのか。欧州における会計の役割，すなわち会計制度が形成される制度的背景を
問題としており，連結と個別の会計目的の相違によって会計の二元性の必然性が生まれ，フ
ランコ・ジャーマン型の伝統における会計が二元性に依拠することの妥当性を述べているこ
とになろう。
したがって，ここでにみてきたような国民会計と IFRS との関係は，国民会計作成のため
のデータ収集の一環から生み出された中継勘定に対応する企業の経営管理指標の有効性を否
定し，究極的に IFRS の適用による企業の経営管理手法の一元化に至ることになろう。しか
し，推進されるフランスの会計制度の変革をみるに，IFRS の適用が進めば進むほど，フラ
ンコ・ジャーマン型に固有の会計の制度的役割が問われ，ますます個別会計の独立性が強ま
るのではないかと思われる。
＊ 略 称
ANC：Autorité des Normes Comptables
BPM6：Balance of Payment Manual 6
CNC：Conseil National de la Comptabilité
CNC＊：Commission de Normalisation des Comptabilités
CNPF：Conseil National du Patronat Français
CRC：Comité Réglementation Comptable
DG ECOFIN：Directorate General for Economic and Financial Affairs
DGI：Direction Général des Impôts
EAE：Enquête Annuelle dʼEntreprise
EC：European Commission
ECB：European Central Bank
EDP：Excessive Deficit Procedure
ESA：European System of Accounts
EU：European Union（UE：Union Européenne）
IASB：International Accounting Standards Board
ICAEW：Institute of Chartered Accountants in England and Wales
INSEE：Institut National de la Statistique et des Études Économique
IPSASB：International Public Sector Accounting Standards Board
MIP：Macroeconomic Imbalances Procedure
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NIESR：National Institute of Economic and Social Research
OCAM：Organisation Commune Africaine Malgache et Mauricienne
OEEC：Organisation for European Economic Co-operation
OECD：Organisation for Economic Co-operation and Development（OCDE：Organisation de
Coopération et de Développement Économiques）
PCG：Plan Comptable Général
RESANE：REfonte des Statistiques ANnuelles dʼEntreprises
SEEF：Service des Etudes Economiques et Financières
SNA：System of National Accounts
SUSE：Système Unifié de Statistiques dʼEntreprises
UN：United Nations（NU：Nations Unies）
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